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研究成果の概要（和文）：　国内外での実地調査、北海道内で継続した調査の結果、資源が限られる過疎地域における
「協セクター」の形成については、市民団体やNPO法人だけでなく、町内会などの住民組織や既存の資源も含めて検討
する必要があることがわかった。特に北海道のような広域地域は、住民に身近な小地域での活動が重要となる。
　地域リーダーの存在は、「協セクター」の形成と持続に関係している。しかし他にも要因はある。今回の研究におい
ては、災害や立ち退き、事業の撤退等によって住民の結束力が高まり、「協セクター」の形成につながることも明らか
になった。今後の課題として、地域包括支援体制のための福祉専門職の役割について検討が必要である。

研究成果の概要（英文）：As the results of the investigations in foreign countries as well as our country 
and continuous field survey, it is found that the formation of "Common Sector" in the depopulated area 
where resources are limited should be examine the inhabitants organizations such as neighborhood 
associations and existing social resources as well as citizen's group and NPO corporation. In particular, 
the wide area areas such as Hokkaido, It is important the activity in the sub region that is familiar to 
inhabitants.
The existence of the local leader is related to the formation and the continuation of "Common Sector". 
However, other factors also affect it. In this study, it was revealed that a unity power of inhabitants 
occurred by a disaster, eviction, and the withdrawal of the business have influenced the formation of 
"Common Sector". There is a need to consider the role of the welfare professions for the “Integrated 
community care systems” in the future.

研究分野：地域福祉

キーワード： 過疎地域　協セクター
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１．研究開始当初の背景 
「協セクター」とは、官セクター（中央政
府と地方政府）、民セクター（市場）、私セク
ター（家族）とともに福祉多元社会を構成す
る 4つの領域の一つであり、市民社会や新し
い公共などとも表現される公益を支える非
営利民間団体（市民活動）の集合を指す（図
1 参照）。上野千鶴子は、「福祉多元社会を構
成する 4つの社会領域、官／民／協／私のす
べてのセクターにおいて、それぞれのセクタ
ーの能力と限界を前提としたうえで、それら
を相互補完的に組み合わせる多元的な社会
のデザインが求められている」（上野：2011）
と述べている。 

 
本研究が過疎地域における「協セクター」
に着目する理由は、一般的に「協セクター」
が形成され易いのは人的・物的な資源が豊富
な都市部であり、伝統的な共同関係が残りが
ちな過疎地域においては都市部とは異なる
「協セクター」の形成が必要ではないかと考
えたこと。そして、家族や近隣との付き合い
が密接である等の伝統的な共同関係が存在
すると考えられてきた過疎地域においても、
人口減少や高齢化の進展に直面し、これまで
の関係の中では地域社会が存続できなくな
り、ひいてはそこで暮らす住民が住みつづけ
ることが困難になってきているのではない
かと考えたためである。つまり、形成が進み
にくい過疎地域こそ、「協セクター」の形成
を推進しなければならないのではないかと
考えるに至った。 
しかし、協セクターは「決してかつての共
同体の復活でもなければ再現でもない。脱市
場、脱国家、脱家族の、ということはそれら
のいずれでもないが、そのすべてを経過した
後の、個人を基礎とした共同性」（上野：2011）
であり、いまだ形成途上にある。「協セクタ
ー」に焦点を当てた先行研究も少なく、実証
的な研究ははじめられたばかりである。さら
に、過疎地域における「新たな公共」や市民
社会を対象とした研究も少ない。つまり、本
研究が過疎地域における「協セクター」に着
目する意義は大きい。 
〈引用文献〉上野千鶴子（2011）『ケアの社
会学 当事者主権の福祉社会』太田出版 
 

２．研究の目的 
本研究は、過疎地域を多く抱える北海道を
フィールドとし、公益を支える非営利民間団
体（市民活動）の集合を指す「協セクター」
が人的・物的資源が限られた過疎地域の中で
どのように形成され、また持続されていくの
か、その要因を明らかにすることを目的とす
る。 
本研究の学術的な特色は以下の3点である。
（1）まず、過疎地域における「協セクター」
に着目する点である。先述したとおり「協セ
クター」については、いまだ社会の中でも形
成途上にあり、研究も少ない。特に本研究で
対象とする北海道は、過疎地域を多く抱え、
さらに広域性・冬期間の生活・歴史など非常
に特徴的である。その北海道における過疎地
域の「協セクター」がどのように形成され、
また持続するのか、という視点でその要因を
明らかにすることはこれまでにない研究と
いえる。 
（2）次に、実地調査を通じて「協セクター」
の形成及び持続要因の分析を行い、その類型
化を試みる点である。先行研究では先進的に
実施される実践事例の紹介にとどまるもの
も多く、また類型化した研究もみられない状
況である。 
（3）最後に、「協セクター」を事業のみに着
目して分析するのではなく、事業が実施され
る地域を対象とした実地調査を行い、事業を
取り巻く資源にも着目する点である。「協セ
クター」に関わる研究については一つの事業
に着目する研究が中心となり、それらが地域
全体の中でどのような位置付けであるのか
を含めて分析したものは少ない。 
 以上 3点特徴を持ちながら、本研究では過
疎地域における「協セクター」の形成及び持
続要因について明らかにする。 
 
３．研究の方法 
 本研究では平成 25 年度から 3 年間の研究
期間を設け、3つの方法で研究を進める。 
（1）まず、現在先進事例としてとりあげら
れている自治体及び事業を対象とした文献
研究や実地調査を実施し、先進的な事例にお
ける「協セクター」の形成及び持続要因を明
らかにする。 
（2）北海道の過疎地域を対象とした実地調
査を継続的に実施することで、地域にある資
源からどのように「協セクター」が形成され
るのか、またすでに存在する「協セクター」
が持続していくための要因は何かを明らか
にする。 
（3）北日本の先進事例の類型化にてらして、
北海道内にある過疎地域における事例を取
り上げ、先進事例及び実地調査対象地域との
比較を行う。 
なお、本研究では現在過疎地域で活動して
いる非営利民間団体（市民活動）を「協セク
ター」ととらえ研究を行う。具体的には、ボ
ランティア団体であり、住民参加型有償福祉



活動や NPO 法人である。藤井博志は要介護高
齢者を取り巻く社会資源を図2のように分類
し、この資源群をある程度組織化された実践
主体（藤井：2011）と位置付けている。この
分類でみると、D ボランティア団体・E 住民
参加型有償福祉サービスが「協セクター」に
あたる。 

 
本研究では、過疎地域におけるボランティ
ア活動、住民参加型有償福祉活動・NPO 活動
を対象として設立経緯や活動実態などを調
査し、「協セクター」の形成及び持続要因を
明らかにする。加えて、町内会や婦人会・青
年団などの住民組織や、ボランティア活動な
どを行っている個人に対してもヒアリング
等を行い、「協セクター」の形成につながる
要因を探索する。 
〈引用文献〉藤井博志（2011）『地域共同ケ
アのすすめ 多様な主体による協働・連携の
ヒント』CLC 
 
４．研究成果 
本研究の成果の一つとして、研究方法（1）
の全国にある「協セクター」形成及び持続し
ている先進事例について実地調査を行えた
ことがあげられる。例えば、長野県泰阜村の
地域交流センター悠々や、高知県津野町の床
鍋集落、徳島県神山町の NPO 法人グリーンバ
レーにおいて創設者の方々に創設の経緯や
活動内容についてヒアリング調査を行うこ
とができた。加えて、島根県雲南市・阿用地
区、松江市、山形県最上町などへの実地調査
をとおして、従来からある公民館や自治会
（住民組織）が積極的に地域資源として機能
していることが明らかになった点も大きな
成果であった。そして、当初は予定していな
かった国外（韓国・デンマーク）での実地調
査をとおして、日本との対比の中で「協セク
ター」形成及び持続要因について考察を深め
ることができたことは特筆すべきことであ
る。 
また、北海道における継続的な量的・質的調
査を実施し、その成果を学会等で発表できた
ことも、成果のひとつであろう。特に北海道
積丹町で行ってきた「お一人暮らし高齢者へ
のおつきあいに関する調査」と、そこから派
生して実施した札幌市における「別居する親
への介護意識に関する調査」は、住み慣れた

地域で暮らし続けたいと願う高齢者とその
ソーシャルサポートの実態、家族への期待と
現実など、「協セクター」が求められる背景
を明らかにすることができた。加えて、単年
度の実施になったが、山形県最上町で実施し
た集落活動調査（質的調査）と福祉意識に関
するアンケート調査（量的調査）をあわせて
実施できたことは、本研究の申請時に、本研
究助成終了後に検討する予定であった、「協
セクター」の形成及び持続のために必要な施
策を検討する材料となった。 
以上、本研究課題に取り組んだ 3年間を振り
返ってみると、過疎地域における「協セクタ
ー」の形成及び持続要因が明確になったとは
いえない。むしろ、本研究課題に取り組む前
よりももっと複雑で、わかりにくくなったよ
うにも感じている。さらに本研究課題は先行
研究も少なく、本研究の国内外での位置づけ
は難しい。しかし、現時点で明らかになった
「協セクター」の形成及び持続要因について
まとめ、今後の研究に活かしていきたい。 
（１）地域は様々な歴史を持っている。地域
をみる上で、市町村単位ではなく、まずは「集
落」でとらえる事が肝要である。特に町の中
心部から離れた場所で暮らす住民に対して
は、地域性をふまえ、より小さな単位でニー
ズをとらえることが重要ではないか。 
加えて、集落や小さな単位では解決できな
い課題については、市町村や都道府県などエ
リアを超え、重層的な範囲で解決できるよう
検討する必要がある。 
（２）過疎地域では社会資源の不足を家族で
カバーすることが多く、また家族の意向が居
住の継続に大きく関わっている。その人が住
み続けたいと願う気持ちを尊重するととも
に、過疎地域を離れた家族、離れて暮らして
いた子どもの元や施設等に入所した方など、
たとえ地域を離れても、継続的に関われるよ
うな取り組みが求められる。 
（３）一人で暮らす高齢者は、専門職に困り
ごとを相談することは少なく、まず家族や近
く住む友人などに相談をすることが多い。例
えば「たまり場理論」などを活用して、地域
の中で困りごと（ニーズ）が集まりやすい仕
組みを整える必要がある。 
（４）過疎地域においては、なかなか市民活
動や非営利民間活動「協セクター」の創設に
つながらないことがある。資源が限られた過
疎地域では、むしろ既存の住民自治組織であ
る町内会や自治会、社会福祉協議会や入所施
設を運営する社会福祉法人等の積極的な活
用を検討すべきではないか。 
（５）住民が地域活動を展開する際には、住
民の総意（合意）を徹底的にはかり、そのニ
ーズによって活動を展開する方法と、あくま
でも自分の身の回りの地域（≠集落や市町
村）が暮らしやすくなるように仲間を集い展
開する（結果、地域に理解され広がる）とい
う方法があるのではないか。 
 本研究課題は、筆者はじめての科学研究費



の取得であり、当初の計画通りに研究が進ん
だとは言い難い。例えば、申請当初 3つの方
法によって研究を進めることを計画してい
たが、特に研究方法（3）については 3 年間
の実地調査及び継続的な量的調査の分析に
時間を費やし、類型化や比較研究を行うこと
ができなかった。そのため当初の計画通り、
どのように「協セクター」を支援していくべ
きかという施策の検討とともに、今後取り組
むべき課題である。 
 さらに、本研究は北海道積丹町や札幌市な
どで行った量的調査のほか、各地でヒアリン
グ調査など質的調査を行った。調査結果は随
時文章でまとめているが、M-GTA など統一し
た分析手法でまとめることはかなわなかっ
た。これら質的研究法についても今後の研究
課題としたい。 
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